



平取町借上げ（ＢＯＴ方式）公営住宅等整備事業
（本町みどりが丘住宅団地第１工区）

―　様式集　―







平取町
















　提出書類等の作成要領

１　提案様式集の取扱いについて
平取町借上げ（ＢＯＴ方式）公営住宅等整備事業（本町みどりが丘住宅団地第１工区）（以下「本事業」という。）の参加希望者が提出する参加表明書及び提案書の作成要領は、様式集に従ってください。
なお、具体的な作成要領の多くは、各様式の脚注部分に記載していますので、十分に注意を払ってください。（個々には、脚注部分等と重複する事項については、記述していません。）

２　提案者番号の記載について
提案様式の作成に当たっては、参加表明書を提出した応募者に対して、町から事前に提案者番号を通知するので、応募者は、様式の右上の提案者番号欄に、町から通知された提案者番号を記入してください。

３　提案事業者を特定できる記載事項の禁止について
様式６から様式１１及び設計図書には、グループの構成員の企業名等が特定できるような表示は一切付さないでください。
また、様式及び町が指定する添付資料以外の記載、添付は禁止します。
仮に様式及び町が指定する添付資料以外の記載、添付があった場合には、その記載、添付は審査対象から除くとともに、悪質と判断される場合には、関連する評価項目の得点を０点とすることがあり得ることに留意してください。

４　提出書類等の体裁や部数について
提出書類の作成については、次の区分に従って提出してください。
（１）　提出書類は、その趣旨が十分に伝わるよう、具体的かつ簡潔な表現としてください。また、必要に応じて、着色や図表・イラスト等を用いても構いません。
（２）　提出書類の余白は、左側（綴じ代側）は、２０ｍｍ以上、その他は１５ｍｍ以上の余白を設けてください。ただし、様式番号、提案者番号、一つの様式が複数になる場合に様式の下に示した枚数表示については、この限りではありません。
（３）　提出書類に記載される文字フォントの大きさは原則として１０ポイント以上としてください。
（４）　提案書は原則としてＡ４版縦使いとして、左側綴じとしてください。また、特記により指定されている様式はＡ４版横使いとしてください。
（５）　設計図面はＡ３版横使いとしてＡ４版に折って綴じ込んでください。
（６）　書類の提出部数は次のとおりとします。

参加表明時
【様式１】　参加表明書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部
（添付書類）応募者構成表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部
委任状（構成企業ごと）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－１－１】　参加資格審査申請書（設計業務に当たるもの）・・・・・・・・・１部
【様式２－１－２】　設計実績調書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－１－３】　配置予定技術者調書（建築設計）・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－１－４】　配置予定技術者調書（土木設計）・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－２－１】　参加資格審査申請書（建設業務に当たるもの）・・・・・・・・・１部
【様式２－２－２】　工事実績調書（建設）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－２－３】　配置予定技術者調書（建築工事）・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－２－４】　配置予定技術者調書（土木工事）・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－３－１】　参加資格審査申請書（工事監理業務に当たるもの）・・・・・・・１部
【様式２－３－２】　工事監理実績調書（建設）・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－３－３】　配置予定技術者調書（工事監理）・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－４】　　　参加資格審査申請書（維持管理業務に当たるもの）・・・・・・・１部
【様式２－５－１】　参加資格審査申請書（民間賃貸住宅の運営業務に当たるもの）・・１部
【様式２－５－２】　民間賃貸住宅の運営実績調書 ・・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式２－６】　　　参加資格審査申請書（その他業務に当たるもの）・・・・・・・・１部

参加表明後に参加を辞退する場合
【様式３】　応募辞退届 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部
※事業参加を辞退する場合は、速やかに提出してください。

提案書提出時
次の書類各１部をフラットファイルに綴り、様式６から様式１０及び設計図書をダブルクリップで留めて１０部提出してください。
【様式４】提案書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式５】事業費提案書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部
【様式６】事業工程表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１部
【様式７】事業計画に関する提案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１部
【様式８－１】土地の有効活用に関する提案・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１部
【様式８－２】多様な世帯が混在した住居形成に関する提案・・・・・・・・・・・１１部
【様式８－３】安全・安心な団地づくりに関する提案・・・・・・・・・・・・・・１１部
【様式８－４】環境への配慮に関する提案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１部
【様式８－５】地域経済への貢献に関する提案・・・・・・・・・・・・・・・・・１１部
【様式９】事業の実施体制に関する提案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１部
【様式１０】設計説明書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１部
【様式１１】面積表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１部
【設計図書】  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１部
（次の図面をレイアウトしてＡ３版３枚以内に納めること。なお、評価事項に関する提案内容や特にアピールしたい事項の説明を記載することを認める。）
○ 配置図
・住棟、外構及び周辺道路を図示すること。
○ 住戸プラン平面図（各タイプ）
・住戸の間取り、家具のレイアウト等を図示すること。
・室名・住戸タイプ・床面積を記入すること。
・必要に応じて内装仕上げ材料等を記入すること。
○ 各階平面図（配置図又は住戸プラン平面図と兼ねることも可）
・住戸タイプの配置を図示すること。
○ 立面図、断面図、イメージスケッチ等
・必要に応じて外装仕上げ材料等を記入すること。
○ 設備概要
・電気設備、給排水設備、衛生設備及び空調設備の設備概要を説明すること。



【様式１】（参加表明書）
令和　年　月　日

平取町長　遠藤　桂一　宛

参加表明書

　　　　　　　　　　　〔応募者の代表企業〕
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	
	印　　



令和８年　月　日付で公表のありました「平取町借上げ（ＢＯＴ方式）公営住宅等整備事業（本町みどりが丘住宅団地第１工区）」に係る公募プロポーザルへの参加について、次の構成企業からなる応募者として参加することを、委任状を添えて表明します。
なお、次の構成企業は、実施方針の「第２章　事業者の募集及び選定に関する事項」に掲げられている事項を満たしていること、並びに、本表明書及び添付書類の全ての記載事項が事実と相違ないこと、及び、他の応募者の構成企業として「平取町借上げ（ＢＯＴ方式）公営住宅等整備事業（本町みどりが丘住宅団地第１工区）」に係る公募に参加しないことを誓約します。

応募者の構成
	通番
	企業区分※1
	役割※2
	商号又は名称

	1
	代表企業
	
	

	2
	構成企業
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	

	5
	
	
	

	6
	
	
	

	7
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※1　「代表企業」、「構成企業」のいずれかを記入すること。
※2　「設計」、「建設」、「工事監理」、「維持管理」、「付帯事業」「その他」のいずれかを記入すること。「その他」を記入する場合は、当該企業が担当する業務を具体的に記入すること。（例：「その他（統括管理）」）
※3　記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。


【様式１　添付書類】（応募者構成表）
令和　年　月　日
応募者構成表
	【代表企業】

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	印

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



	1．設計業務に当たる者

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	印

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



	[bookmark: _Hlk218688172]2-1．建設業務に当たる者（建築工事）

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	印

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



	2-2．建設業務に当たる者（土木工事）

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	印

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	

	3．工事監理業務に当たる者

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	印

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



	4．維持管理業務に当たる者

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	印

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



	5．民間賃貸住宅の運営に当たる者

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	印

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	



	6．その他業務に当たる者（担当業務：　　　　　　）

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	印

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	


※1　記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。


【様式１　添付書類】（委任状）

令和　年　月　日

平取町長　遠藤　桂一　宛

委　任　状
（代表企業）

	委任者
	住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者
	
	印



私は、次の代表企業代表者を代理人として定め、参加表明書の提出の日から事業契約締結日まで、「平取町借上げ（ＢＯＴ方式）公営住宅等整備事業（本町みどりが丘住宅団地第１工区）」に係る平取町との契約について、次の権限を委任します。

	事業名
	平取町借上げ（ＢＯＴ方式）公営住宅等整備事業
（本町みどりが丘住宅団地第１工区）

	委任事項
	1　次の事業に関する参加表明について
2　次の事業に関する参加資格申請について
3　次の事業に関する応募辞退について
4　次の事業に関する応募及び提案について
5　次の事業に関する契約事務について
6　復代理人の選任について

	受任者
（代表企業）
	住所
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者
	
	印



※1　この委任状は、構成企業から代表企業へ権限を委任する際に用いること。
※2　応募者の構成企業ごとに提出すること。


【様式２－１－１】
令和　年　月　日

参加資格審査申請書（設計業務に当たる者）

	【代表企業名】

	設計企業名
	



	(1)一級建築士事務所登録番号
	○○○○　[登録年月日：○年○月○日]

	(2)競争参加資格者名簿の番号
	○○（登録業種）



【添付書類】
	書類名
	参加者確認※1

	①　会社概要
	

	②　企業単体の貸借対照表および損益計算書（直近３期分）
	

	③　連結決算の貸借対照表および損益計算書（直近３期分。ただし連結対象がある場合）
	

	④　建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の規定により、一級建築士事務所の登録を受けたものであることを証する書類
	

	⑤　設計実績調書に記載された内容に関する以下の書類
・テクリス登録内容確認書や契約書等の写し
・設計内容がわかる資料（図面、パンフレット等）
・共同企業体による場合は、協定書の写し
	

	⑥　配置予定技術者調書に記載された者に関する以下の書類
・一級建築士の資格を証する免許証の写し（建築設計の管理技術者）
・設計企業と参加資格審査受付日から起算して過去3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類
・業務経歴のテクリス登録内容確認書や契約書等の写し
	


※1　必要書類が揃っていることを確認した上で、「参加者確認」欄に○をつけること。


[bookmark: _Hlk210742695]【様式２－１－２】
令和　年　月　日

設計実績調書

	【代表企業名】

	企業名
	



【実績①】次の要件を満たす公営住宅の新築工事の実施設計
※元請け（共同企業体によるものである場合は、出資比率30％以上のものに限る。）として、北海道内で履行したものに限る。
1）平成１７年４月１日以降に完了したもの
2）鉄筋コンクリート造、木造、鉄骨鉄筋コンクリート造のいずれか

	施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	受注形態
	１．単独受注	２．共同企業体受注（出資比率	％）

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	業務内容
	




【様式２－１－３】
令和　年　月　日

配置予定技術者調書（建築設計）

	【代表企業名】

	企業名
	



	技術者の区分
	管理技術者（建築設計）

	所属企業名
	

	配置予定技術者名
	

	一級建築士登録番号
	

	取得年月日
	

	業務経歴
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	業務内容
	


※1　一級建築士の資格を証する免許証の写しを添付すること。
※2　設計企業と参加資格審査受付日から起算して過去3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類を添付すること。
※3　業務経歴は、テクリスの登録内容確認書や契約書等の写しを提出すること。

【様式２－１－４】
令和　年　月　日

配置予定技術者調書（土木設計）

	【代表企業名】

	企業名
	



	技術者の区分
	管理技術者（土木設計）

	所属企業名
	

	配置予定技術者名
	

	業務経歴
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	業務内容
	


※1　設計企業と参加資格審査受付日から起算して過去3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類を添付すること。
※2　業務経歴は、本業務と類似の業務実績を記載すること。
※3　業務経歴は、テクリスの登録内容確認書や契約書等の写しを提出すること。


【様式２－２－１】
令和　年　月　日

参加資格審査申請書（建設業務に当たる者）

	【代表企業名】

	企業名
	

	本事業における業務内容
	



	(1)建設業許可番号
	○○○○　[登録年月日：○年○月○日]

	(2)競争参加資格者名簿の番号
	○○（登録業種：〇、総合点：〇）



【添付書類】
	書類名
	参加者確認※1

	①　会社概要
	

	②　企業単体の貸借対照表および損益計算書（直近３期分）
	

	③　連結決算の貸借対照表および損益計算書（直近３期分）。ただし連結対象がある場合）
	

	④　建設業許可申請書の写し（許可区分及び当該営業所が確認できる項のみで可）
	

	⑤　工事実績調書に記載された内容に関する以下の書類
・コリンズ登録内容確認書や契約書等の写し
・工事内容がわかる資料（図面、パンフレット等）
・共同企業体による場合は、協定書の写し
	

	⑥　配置予定技術者調書に記載された者に関する以下の書類
・一級建築施工管理技士若しくは一級建築士の資格を証する免許証の写し、もしくは建設業法第15条第２号ハの規定による認定を受けたものであることを証する書類
・建設工事業に係る監理技術者資格者証の写し
・建設企業と参加資格審査受付日から起算して過去3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類
・業務経歴のコリンズ登録内容確認書や契約書等の写し
	


※1　必要書類が揃っていることを確認した上で、「参加者確認」欄に○をつけること。


【様式２－２―２】
令和　年　月　日

工事実績調書（建設）

	【代表企業名】

	企業名
	



【実績】次の要件を満たす共同住宅（ワンルームマンションを除く。）の新築工事
※元請け（共同企業体によるものである場合は、出資比率30％以上のものに限る。）として、北海道内で履行したものに限る。
1）平成１７年４月１日以降に完了したもの
2）鉄筋コンクリート造、木造、鉄骨鉄筋コンクリート造のいずれか

	施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	受注形態
	１．単独受注	２．共同企業体受注（出資比率	％）

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	業務内容
	




【様式２－２－３】
令和　年　月　日

配置予定技術者調書（建築工事）

	【代表企業名】

	企業名
	



	技術者の区分
	監理技術者（建築工事）

	所属企業名
	

	配置予定技術者名
	

	監理技術者資格者証
の交付番号
	

	交付年月日
	

	監理技術者講習の
修了年月日
	

	業務経歴
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	業務内容
	


※1　監理技術者の資格を証する免許証の写しを添付すること。
※2　建設企業と参加資格審査受付日から起算して過去3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類を添付すること。
※3　業務経歴は、コリンズの登録内容確認書や契約書等の写しを提出すること。

【様式２－２－４】
令和　年　月　日

配置予定技術者調書（土木工事）

	【代表企業名】

	企業名
	



	技術者の区分
	監理技術者（土木工事）

	所属企業名
	

	配置予定技術者名
	

	監理技術者資格者証
の交付番号
	

	交付年月日
	

	監理技術者講習の
修了年月日
	

	業務経歴
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	業務内容
	


※1　監理技術者の資格を証する免許証の写しを添付すること。
※2　建設企業と参加資格審査受付日から起算して過去3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類を添付すること。
※3　業務経歴は、コリンズの登録内容確認書や契約書等の写しを提出すること。

【様式２－３－１】
令和　年　月　日

参加資格審査申請書（工事監理業務に当たる者）

	【代表企業名】

	企業名
	



	(1)一級建築士事務所登録番号
	○○○○　[登録年月日：○年○月○日]

	(2)競争参加資格者名簿の番号
	○○（登録業種）



【添付書類】
	書類名
	参加者確認※1

	①　会社概要
	

	②　企業単体の貸借対照表および損益計算書（直近３期分）
	

	③　連結決算の貸借対照表および損益計算書（直近３期分。ただし連結対象がある場合）
	

	④　建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の規定により、一級建築士事務所の登録を受けたものであることを証する書類
	

	⑤　工事監理実績調書に記載された内容に関する以下の書類
・テクリス登録内容確認書や契約書等の写し
・業務内容がわかる資料
・共同企業体による場合は、協定書の写し
	

	⑥　配置予定技術者調書に記載された者に関する以下の書類
・一級建築士の資格を証する免許証の写し
・工事監理企業と参加資格審査受付日から起算して過去3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類
・業務経歴のテクリス登録内容確認書や契約書等の写し
	


※1　必要書類が揃っていることを確認した上で、「参加者確認」欄に○をつけること。




【様式２－３－２】
令和　年　月　日

工事監理実績調書

	【代表企業名】

	企業名
	



【実績①】次の要件を満たす共同住宅（ワンルームマンションを除く。）の新築工事の工事監理
※元請け（共同企業体によるものである場合は、出資比率30％以上のものに限る。）として、北海道内で履行したものに限る。
1）平成１７年４月１日以降に完了したもの
2）鉄筋コンクリート造、木造、鉄骨鉄筋コンクリート造のいずれか

	施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	受注形態
	１．単独受注	２．共同企業体受注（出資比率	％）

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	業務内容
	




【様式２－３－３】
令和　年　月　日

配置予定技術者調書（工事監理）

	【代表企業名】

	企業名
	



	技術者の区分
	管理技術者（工事監理）

	所属企業名
	

	配置予定技術者名
	

	一級建築士登録番号
	

	取得年月日
	

	業務経歴
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	
	業務内容
	


※1　一級建築士の資格を証する免許証の写しを添付すること。
※2　工事監理企業と参加資格審査受付日から起算して過去3か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を証する書類を添付すること。
※3　業務経歴は、テクリスの登録内容確認書や契約書等の写しを提出すること。


【様式２－４】
令和　年　月　日

参加資格審査申請書（維持管理業務に当たる者）

	【代表企業名】

	企業名
	



【添付書類】
	書類名
	参加者確認※1

	①　会社概要
	

	②　企業単体の貸借対照表および損益計算書（直近３期分）
	

	③　連結決算の貸借対照表および損益計算書（直近３期分。ただし連結対象がある場合）
	

	④　最近1年間において国税、都道府県税及び市町村税を滞納していないことを証明する資料（募集要項公表日以降に交付された原本）
※ 「法人税及び消費税及地方消費税納税証明書」を提出する場合、９号書式その３の３を提出すること。
※ 「法人事業税納税証明書」を提出する場合、本店所在地におけるものを提出すること。
	


※1　必要書類が揃っていることを確認した上で、「参加者確認」欄に○をつけること。



【様式２－５－１】
令和　年　月　日

参加資格審査申請書（民間賃貸住宅の運営業務に当たる者）

	【代表企業名】

	企業名
	

	本事業における業務内容
	



【添付書類】
	書類名
	参加者確認※1

	①　会社概要
	

	②　企業単体の貸借対照表および損益計算書（直近３期分）
	

	③　連結決算の貸借対照表および損益計算書（直近３期分。ただし連結対象がある場合）
	

	④　最近1年間において国税、都道府県税及び市町村税を滞納していないことを証明する資料（募集要項公表日以降に交付された原本）
※ 「法人税及び消費税及地方消費税納税証明書」を提出する場合、９号書式その３の３を提出すること。
※ 「法人事業税納税証明書」を提出する場合、本店所在地におけるものを提出すること。
	

	⑤　付帯事業用地活用事業実績調書に記載された内容に関する以下の書類
・契約書の写し
・業務内容がわかる資料（図面、パンフレット等）
・共同企業体による場合は、協定書の写し
	


※1　必要書類が揃っていることを確認した上で、「参加者確認」欄に○をつけること。



【様式２－５－２】
令和　年　月　日

民間賃貸住宅の運営業務実績調書

	【代表企業名】

	企業名
	



【実績】賃貸住宅の運営等の実績
	施設名称等
	施設名
	

	
	業務名
	

	
	発注者名
	

	
	受注形態
	１．単独受注	２．共同企業体受注（出資比率	％）

	
	施設の所在地
	

	
	業務工期
	

	
	施設種類
	

	
	施設構造/階数
	

	
	延べ面積（戸数）
	

	業務内容
	





【様式２－６】
令和　年　月　日

参加資格審査申請書（その他業務に当たる者）

	【代表企業名】

	企業名
	

	本事業における業務内容
	



【添付書類】
	書類名
	参加者確認※1

	①　会社概要
	

	②　企業単体の貸借対照表および損益計算書（直近３期分）
	

	③　連結決算の貸借対照表および損益計算書（直近３期分。ただし連結対象がある場合）
	

	④　最近1年間において国税、都道府県税及び市町村税を滞納していないことを証明する資料（募集要項公表日以降に交付された原本）
※ 「法人税及び消費税及地方消費税納税証明書」を提出する場合、９号書式その３の３を提出すること。
※ 「法人事業税納税証明書」を提出する場合、本店所在地におけるものを提出すること。
	


※1　必要書類が揃っていることを確認した上で、「参加者確認」欄に○をつけること。




【様式３】（応募辞退届）

令和　年　月　日

平取町長　遠藤　桂一　宛　宛

応募辞退届

	提案者番号
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	
	印




令和８年　月　日に公告された「平取町借上げ（ＢＯＴ方式）公営住宅等整備事業（本町みどりが丘住宅団地第１工区）」に係る公募プロポーザルについて、参加資格を有する旨の通知を受けましたが、次の理由により応募を辞退します。

	（辞退理由）









【様式４】（提案書　表紙）
	提案者番号
	



令和　年　月　日

平取町長　遠藤　桂一　宛　宛

提案書類提出届
	
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	
	印





　「平取町借上げ（ＢＯＴ方式）公営住宅等整備事業（本町みどりが丘住宅団地第１工区）」の募集要項等に基づき、提案書類を提出します。
なお、提案書類の記載事項及び添付書類について、事実と相違ないことを誓約します。また、提案内容は、「平取町借上げ（ＢＯＴ方式）公営住宅等整備事業（本町みどりが丘住宅団地第１工区）　要求水準書」に規定された要求水準と同等またはそれ以上の水準であることを誓約します。




【様式５】（事業費提案書）
	提案者番号
	



事業費提案書


	提案金額
（消費税及び地方消費税相当額を含む）
	円


内訳表
	項　　　　目
	金　　　額

	公営住宅設計・監理費
	

	公営住宅建設費
	

	造成工事・各種調査費
	

	既存住宅解体費
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


注　提案金額欄には消費税及び地方消費税を含んだ額を記入すること。
注　提案金額と内訳表の整合を図ること。
注　内訳表の項目は例示であり、応募者の提案に応じた項目とすること。

- 21 -
- 16 -
	提案者番号
	


【様式６】（事業工程表）

事業工程表
	年度
	令和８年度

平成24年度
	令和９年度


	月
業務・工事
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	- 25 -

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　設計・建設期間を実線で記載すること。また、各種申請、検査時期、工事着工、竣工時期を明記すること。
※　Ａ４版横使いとすること。





【様式７】（事業計画に関する提案）
	提案者番号
	


事業計画に関する提案
	（模式図、ゾーニング図等を必要に応じて図示の上、説明等を記載すること）

ア　事業の実施方針
[要点]
・本事業を実施するに当たって、事業コンセプトが明確か。
・本事業を実施するに当たって、配慮された事項が適切か。
・個々の定性的事項では評価されない優れた内容、特徴等があるか。
・公営住宅等に対する十分な理解、認識等が的確か。
[bookmark: _Hlk218865012]・民間賃貸住宅の建設促進事業補助交付金の活用の有無（家賃設定）
・民間賃貸住宅、教員・職員住宅の設定家賃等

イ　事業の実施計画
 [要点]
・緑地、空地等の配置が適切か。
・住棟や付属施設、駐車場、植栽、空地の確保等ゾーニングが適切か。
・住棟計画（動線計画と住戸構成、共用空間の利便性等）や住戸計画（日照、採光、通風、温熱環境、プライバシーへの配慮、各室の空間構成等）が適切か。
・その他独自に配慮した点。


※　Ａ４版1枚にまとめること。
※　枠線は不要です。


【様式８－１】（基本目標１に関する提案）
	提案者番号
	


「土地の有効活用」に関する提案
	（模式図、ゾーニング図等を必要に応じて図示の上、事業計画概要説明等を記載すること）


 [要点]
・住棟、駐車場、緑地等のゾーニングが適切か。
・動線計画（人、車、サービスのアクセスや周辺施設への動線）が適切か。
・平取らしい景観（植栽、各施設の配置、デザイン、色彩等）に配慮がされているか。
・その他独自に計画、配慮した点。




※　Ａ４版1枚にまとめること。
※　枠線は不要です。

【様式８－２】（基本目標２に関する提案）
	提案者番号
	


「多様な世帯が混在した住居形成」に関する提案
	（模式図、ゾーニング図等を必要に応じて図示の上、事業計画概要説明等を記載すること）


[要点]
・公営住宅、教員・職員住宅と民間賃貸住宅の配置、デザイン、仕様等の区分、差違への配慮がなされているか。
・コミュニティ形成・周辺地域との交流、安全性・防犯性、入居者の利便性に配慮がなされているか。
・入居者間の交流を生むような、住棟配置、住戸配置がなされているか。
・その他独自に計画、配慮した点。


※　Ａ４版1枚にまとめること。
※　枠線は不要です。


【様式８－３】（基本目標３に関する提案）
	提案者番号
	


「安全・安心な団地づくり」に関する提案
	（模式図、ゾーニング図等を必要に応じて図示の上、事業計画概要説明等を記載すること）


 [要点]
・少子高齢化社会への配慮（ユニバーサルデザインへの対応等）がなされているか。
・除雪の手間の低減など、冬に対する対策がなされているか。
・安全・安心（火災、地震等）に配慮した計画か。
・その他独自に計画、配慮した点。


※　Ａ４版1枚にまとめること。
※　枠線は不要です。

【様式８－４】（基本目標４に関する提案）
	提案者番号
	


「環境への配慮」に関する提案
	（模式図、ゾーニング図等を必要に応じて図示の上、事業計画概要説明等を記載すること）


[要点]
・周辺地域や近隣への配慮がなされているか。
・周辺地域や環境への配慮（緑地、電波障害、風雪害、日影等）がなされているか。
・ライフサイクルコスト低減への配慮がなされているか。
・建物の長寿命化や維持管理のしやすさへの配慮がなされているか。
・その他独自に計画、配慮した点。


※　Ａ４版1枚にまとめること。
※　枠線は不要です。


【様式８－５】（基本目標５に関する提案）
	提案者番号
	


「地域経済への貢献」に関する提案
	（模式図、ゾーニング図等を必要に応じて図示の上、事業計画概要説明等を記載すること）


 [要点]
・木を中心とする地場産材・地場資源の活用がなされているか。
・地元企業による施工等に配慮されているか。
・その他独自に計画、配慮した点。




※　Ａ４版1枚にまとめること。
※　枠線は不要です。

【様式９】（事業の実施体制に関する提案）
	提案者番号
	


「事業の実施体制」に関する提案
	（模式図、ゾーニング図等を必要に応じて図示の上、事業計画概要説明等を記載すること）


[要点]
・実施体制（役割に応じた構成員等）が適切か。
・公営住宅等の設計、工事監理、建設構成員の同等規模以上の長屋又は共同住宅に関する実績があるか。
・その他独自に配慮した点。


※　Ａ４版1枚にまとめること。
※　枠線は不要です。


【様式１０】（設計説明書）
	提案者番号
	


設計説明書
	（提案書・設計図書の内容を補足説明する資料とする。項目は例示であり、提案者が独自で設定してかまわない。Ａ４版２枚以内のまとめること。）
○　配置計画の考え方
○　住戸計画の考え方
○　高齢者、障がい者等への配慮
○　子育て世帯への配慮
○　環境への配慮（省エネ・省資源など）
○　防犯・防災に関する提案
○　維持管理のしやすさ、更新の容易性に関する提案
○　地域経済への貢献に関する提案
○　その他



※　Ａ４版２枚以内にまとめること。
※　枠線は不要です。
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【様式１１】（面積表）
	提案者番号
	


公営住宅等面積表（公営住宅：〇戸、民間賃貸住宅〇戸）
	型別
	戸数
	①専用部分
	②サンルーム
	④バルコニー÷３
	⑤専用風除室
	⑥物置部分面積
（戸当たり）
（住棟組込の場合）
	⑦共用部分面積
（戸当たり）
（ある場合）
	⑧住戸専用面積
（①＋②＋⑤）

	
	
	
	③サンルーム÷３
	
	
	
	
	⑨一戸当り床面積
（①＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦）

	
	
	①　　　　　㎡
	②　　　　　㎡
	
	⑤　　　　　㎡
	
	
	⑧　　　　　　　　㎡

	
	
	
	③　　　　　㎡
	④　　　　　　㎡
	⑤　　　　　㎡
	⑥　　　　　　㎡
	⑦　　　　　　㎡
	⑨　　　　　　　　㎡

	
	
	①　　　　　㎡
	②　　　　　㎡
	
	⑤　　　　　㎡
	
	
	⑧　　　　　　　　㎡

	
	
	
	③　　　　　㎡
	④　　　　　　㎡
	⑤　　　　　㎡
	⑥　　　　　　㎡
	⑦　　　　　　㎡
	⑨　　　　　　　　㎡

	
	
	①　　　　　㎡
	②　　　　　㎡
	
	⑤　　　　　㎡
	
	
	⑧　　　　　　　　㎡

	
	
	
	③　　　　　㎡
	④　　　　　　㎡
	⑤　　　　　㎡
	⑥　　　　　　㎡
	⑦　　　　　　㎡
	⑨　　　　　　　　㎡

	
	
	①　　　　　㎡
	②　　　　　㎡
	
	⑤　　　　　㎡
	
	
	⑧　　　　　　　　㎡

	
	
	
	③　　　　　㎡
	④　　　　　　㎡
	⑤　　　　　㎡
	⑥　　　　　　㎡
	⑦　　　　　　㎡
	⑨　　　　　　　　㎡

	
	合計
	⑧　　　　　　　　㎡

	
	
	⑨　　　　　　　　㎡


※　⑧住戸専用面積は、①＋②＋⑤
※　⑦共用部分面積（戸当たり）は、提案内容の公営住宅等の共用部分について、戸数で除した面積とすること。
※　当該様式に記載する面積は、小数点第２位までを有効として、小数点第３位以下を切り捨てて記載すること。
※　専用部分の面積ごとに、記載すること。
※　共用部分面積は、建築基準法上の面積とすること。
※　Ａ４版横使いとすること。
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